
令和６年度 調査費 報告書 

 

 

茨城県 原子力施設等視察に関する県外出張（茨城県） 

 は次のとおりでした。 

 

 

１．開催日時 令和６年１０月２８日（月） ８：００から 

         ３０日（水）２０：３０まで 

 

２．開催場所 茨城県大洗町→茨城県東海村 

 

３．参 加 者 ・茨城県大洗町まちづくり推進課（海老澤課長、鈴木係長） 

  ・茨城県東海村総合戦略部政策推進課（小林課長、片岡課長補佐） 

  ・青森県六ケ所村政策推進課（吉岡課長、尾ケ瀬ＧＭ） 

 

４．内 容 次紙のとおり 

  



（１）１０月２８日（月） 

  【令和６年度第１回原子力研究開発推進自治体協議会幹事会】 

  ・会議次第は別紙のとおり 

  議事（１）令和７年度事業及び予算（案）について 

 〇予算 

収入支出が現在の会費額では要望活動等の必要経費が不足するため、

繰越金が徐々に減少することになる。今後、内容精査するが会費増

をお願いすることも考えられる。 

〇第２回の幹事会 

オンラインとする。 

〇令和７年度総会、要望活動の日程調整 

各自治体で選挙等があるため要調整 

〇今後の幹事会会場について 

事務局が２年交代のため、１年は事務局自治体で行い、２年目はそ

の他自治体で行う。〇令和７年度は六ケ所村で行うがセミナーとは

別日とする意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  （２）１０月２９日（火） 

 【視察：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所】 

高速実験炉「常陽」、ＨＴＴＲ（高温工学試験研究炉）の視察 

・施設（炉）の概要説明 

安全で効率的な原子炉の開発に向けた研究を主に行っている。 

高速炉（高速実験炉「常陽」）は高速中性子を利用し、ウランの９９．

３％を占める核分裂しにくいウラン（238Ｕ）をプルトニウムへ転換

することで利用する。また、冷却材（原子炉が高温になりすぎないよ

う冷却するもの）が液体ナトリウムであり、水と比重、粘性が大きく

差はなく、沸点が約９００℃近いため炉内で圧力をかける必要がな

い。また、自然循環が発生しやすい特性上電源が喪失しても原子炉



の自然冷却が可能である。イギリスとポーランドと協定を行い、高

温ガス炉（ＨＴＴＲ）の研究開発を実施中。今後は、高速中性子を用

いた医療用放射性同位体の国産化が期待されている。 

高温ガス炉（ＨＴＴＲ）は現在、日本と中国のみ炉があり、高い安全

性（セラミックス被覆によって高温でも破損しにくく、黒鉛構造材

によって熱を長時間保有することで事故が起こっても時間的猶予が

でき、ヘリウムガス冷却材は化学反応がなく蒸発しないため水蒸気

爆発等がない）と熱利用温度帯が９５０℃まであることから商用利

用（発電、工業）の利用帯が増える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【茨城県東海村役場】 

東海村の電源交付金の活用について説明を受けた。（別紙のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）１０月３０日（水） 

【視察：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 核燃料サイク

ル工学研究所】 

東海再処理施設（ＴＲＰ）、地層処分基盤研究施設（ＥＮＴＲＹ）の

視察 

・施設（研究内容）の概要説明 

放射性廃棄物を安全に処理する研究を行っている。 



東海村で研究開発が行われ、人形峠に研究を引継ぎ、六ケ所村（日本

原燃）へ技術提供を行っている。 

原子炉（建屋）の廃棄（燃料棒の廃棄、高レベル汚染水、地下埋設）

に関する研究を行われており、燃料等の今後の扱い、汚染水を放射

性物質ごとに分離し、不変性の高いガラス固化を行って地下埋設の

影響を研究。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．ま と め  本視察で、日本原子力研究開発機構のある自治体職員として、原

子力事業や政策を把握しておくべきであり、人形峠環境技術センタ

ーを初めてする国内の技術センターでそれぞれの役割を理解してお

くことが重要と感じた。 

 また、当町でも対象となっている電源三法による交付金の活用に

おいては他市町村における電源交付金の活用及び取扱いを共有し、

鏡野町における地域住民の安全・安心の確保、地域の活性化につな

がる事業など電源交付金の活用方法の気づきとできた。 

 大洗町、東海村の原子力施設においては、安全で効率的な原子力

の研究開発から、処理に向けた研究までの、原子力開発の始点と終

点を認識できた。 

 人形峠においても東海村機構から研究を引継ぎ、商用への技術提

供を行うことから現在の原子力開発において作るだけでなく、その

処理には放射性物質の性質から長期的な視点での処理及び保存に関

する研究の必要性を改めて認識し、地域住民への理解のため対話・

説明を十分に行う必要がある。 

 

※この視察には係る費用は岡山県広報・調査等交付金が１００％充当されます。 


